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1. 概要

本資料は，「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」第82条第1項に基づき実施した高

経年化技術評価のうち，2相ステンレス鋼の熱時効の評価結果について，補足説明するものである。 

 オーステナイト相とフェライト相の2相から成るステンレス鋳鋼は，高温状態（250℃以上）で長

時間使用すると，材料特性（靱性）が低下する可能性がある。この現象は，熱時効脆化と呼ばれ，

熱時効によってフェライト相中に Cr の割合の高い相（Cr リッチ相）が析出し，この析出相がフェ

ライト相を硬化させることによって発生すると考えられている。熱時効の程度は材料に含まれるフ

ェライト量が多く，使用温度が高く，時効時間が長いほど大きくなる。 

 熱時効により，靱性が低下した場合，き裂の存在によっては，機器の健全性維持に影響があるた

め，想定すべきき裂発生の有無および熱時効による脆化の観点から，2 相ステンレス鋼の熱時効に

ついて評価を実施した。 

2. 基本方針

評価対象部位において熱時効の発生の可能性について評価し，その発生の可能性が将来にわたっ

て否定できない場合は，その発生または進展に係る健全性評価を行い，実用発電用原子炉施設にお

ける高経年化対策審査ガイドに定める要求事項に適合することを確認する。 

2相ステンレス鋼の熱時効を評価するにあたっての要求事項を表1に整理する。 

表1（1/2） 2相ステンレス鋼の熱時効についての要求事項 

ｶﾞｲﾄﾞ 要求事項 

実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策審査

ｶﾞｲﾄﾞ 

（1）高経年化技術評価の審査 

⑫健全性の評価 

実施ｶﾞｲﾄﾞ 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間について、高

経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展に係る健全

性を評価していることを審査する。 

⑬現状保全の評価 

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されていること

を審査する。 

⑭追加保全策の抽出 

現状保全の評価結果から、現状保全に追加する必要のある新たな保

全策が抽出されていることを審査する。 

（2）長期保守管理方針の審査 

①長期保守管理方針の策定 

すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定されて

いるかを審査する。 
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表1（2/2） 2相ステンレス鋼の熱時効についての要求事項

ｶﾞｲﾄﾞ 要求事項 

実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策実施

ｶﾞｲﾄﾞ 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

⑤抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について、以下に

規定する期間の満了日までの期間について機器・構造物の健全性評価

を行うとともに、必要に応じ現状の保守管理に追加すべき保全策（以

下「追加保全策」という。）を抽出すること。 

ｲ 実用炉規則第82条第1項の規定に基づく高経年化技術評価 ﾌﾟﾗ

ﾝﾄの運転を開始した日から60年間

3.2 長期保守管理方針の策定及び変更 

長期保守管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求事項を満

たすこと。 

①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用原子炉

の運転を断続的に行うことを前提として抽出されたもの及び冷温停

止状態が維持されることを前提として抽出されたものの全て。）につ

いて、発電用原子炉ごとに、保守管理の項目及び当該項目ごとの実施

時期を規定した長期保守管理方針を策定すること。 

なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について、発電

用原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から抽出され

たものと冷温停止状態が維持されることを前提とした評価から抽出

されたものの間で、その対象の経年劣化事象及び機器・構造物の部位

が重複するものについては、双方の追加保全策を踏まえた保守的な長

期保守管理方針を策定すること。 
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3. 評価対象と評価手法

（1）評価対象 

 熱時効の評価対象機器・部位については，最高使用温度が 250℃以上の機器のうち，材質がス

テンレス鋳鋼の部位を「評価対象部位」として抽出した。 

 また，「評価対象部位」のうち，「一般社団法人 日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年

化対策実施基準：2008」（以下，「実施基準」という。）のC.5（2相ステンレス鋼の熱時効）C.5.2

（評価対象）を基に，以下の条件に当てはまるものを「定量評価対象部位」として抽出した。 

○使用温度が250℃以上

○き裂の原因となる経年劣化事象の発生が想定される

抽出された対象部位の一覧表を表2に示す。評価の結果，き裂の原因として考えられる「低サ

イクル疲労」については問題ないことを確認しており，定量評価部位は抽出されなかった。 

しかしながら，製造時の判定基準未満となる初期欠陥が存在する可能性は否定できないことか

ら，念の為，「低サイクル疲労」の評価を実施した部位については，保守的に初期欠陥を想定し，

定量評価（き裂安定性評価）を実施し，熱時効による機器の健全性への影響を確認する。 

 定量評価を実施するにあたり，熱時効への影響が大きいと考えられる条件（発生応力およびフ

ェライト量の多寡）での比較を実施し，代表の評価対象機器・部位を選定した。その結果を表 3

に示す。 
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表2（1/3） 熱時効の劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果一覧表 

評価書 
分類 

機器名称 対象部位 
最高使用 

温度【℃】

使用温度

【℃】 

口径 

【A】

最高使用 

圧力【MPa】 

き裂の原因となる

劣化事象※1 備考 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ 

ｹｰｼﾝｸﾞ 302 289 

－ 

10.4 低サイクル疲労 
疲労評価を実施し，許容値を満たすことを確認しており，疲労割れ

が評価期間において問題となる可能性はない。 

羽根車 302 289 10.4 ― 

水中軸受 302 289 10.4 ― 

ｹｰｼﾝｸﾞﾘﾝｸﾞ 302 289 10.4 ― 

配管 主蒸気系配管 ﾌﾛｰﾉｽﾞﾙ 302 289 600 8.6 ― 

仕切弁 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ入口弁 
（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
500 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁 
（代表機器） 

弁箱 302 289 
500 

10.4 低サイクル疲労 
代表機器として，疲労評価を実施し，許容値を満たすことを確認し

ており，疲労割れが評価期間において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 10.4 ― 

原子炉浄化系入口内側隔
離弁（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
250 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉浄化系入口外側隔
離弁（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
250 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉浄化補助ﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾞｲ
ﾊﾟｽ弁（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
200 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉浄化補助ﾎﾟﾝﾌﾟ入口
弁（電動弁） 
（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
250 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

※1：技術評価書にて，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象としている事象を記載する。
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表2（2/3） 熱時効の劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果一覧表

評価書 

分類 
機器名称 対象部位 

最高使用 

温度【℃】 

使用温度

【℃】 

口径 

【A】 

最高使用 

圧力【MPa】 

き裂の原因とな

る劣化事象※1 
備考 

仕切弁 

原子炉浄化補助ﾎﾟﾝﾌﾟ出口
弁（電動弁） 
（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
200 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉浄化再生熱交管側入
口弁（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
200 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉浄化補助熱交入口弁 
（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
200 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉浄化補助ﾎﾟﾝﾌﾟ入口
弁（手動弁） 
（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
250 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

原子炉浄化補助ﾎﾟﾝﾌﾟ出口
弁（手動弁） 
（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
200 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

残留熱除去系炉水入口止め
弁（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
450 

8.6 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 8.6 ― 

残留熱除去系炉水戻り止め
弁（代表機器以外） 

弁箱 302 289 
250 

10.4 低サイクル疲労 
代表機器と比較して，条件が同等であるため，疲労割れが評価期間

において問題となる可能性はない。 

弁ふた，弁体 302 289 10.4 ― 

排ｶﾞｽ再結合器出口弁 弁箱 ，弁体 420 370 300 2.5 ― 

玉形弁 

再循環ﾒｶｼｰﾙﾊﾟｰｼﾞ元弁 弁箱，弁ふた 302 250未満 20 13.8 ― 

原子炉浄化系原子炉圧力容

器ﾄﾞﾚﾝ流量調節弁 
弁箱 302 289 80 8.6 ― 

※1：技術評価書にて，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象としている事象を記載する。
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表2（3/3） 熱時効の劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果一覧表 

評価書 

分類 
機器名称 対象部位 

最高使用 

温度【℃】

使用温度

【℃】 

口径 

【A】 

最高使用 

圧力【MPa】 

き裂の原因となる

劣化事象※1 
備考 

玉形弁 

原子炉浄化系入口元弁 弁箱，弁ふた 302 289 200 8.6 ― 

原子炉圧力容器ﾄﾞﾚﾝ側流量調節

弁ﾊﾞｲﾊﾟｽ弁 
弁箱，弁ふた 302 289 80 8.6 ― 

逆止弁 

原子炉浄化補助ﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾞｲﾊﾟｽ 

逆止弁 
弁箱 302 289 200 8.6 ― 

原子炉浄化再生熱交出口逆止弁 弁箱 302 250未満 200 8.6 ― 

原子炉浄化補助熱交出口逆止弁 弁箱 302 250未満 200 8.6 ― 

原子炉浄化補助熱交冷却水逆止

弁 
弁箱 302 289 50 8.6 ― 

ほう酸水注入系外側隔離弁 弁箱 302 250未満 40 8.6 ― 

ほう酸水注入系内側隔離弁 弁箱 302 289 40 8.6 ― 

炉内 
構造物 

燃料支持金具 
中央燃料支持

金具 
302 289 ― 8.6 ― 

制御棒案内管 ﾍﾞｰｽ 302 289 ― 8.6 ― 

炉心ｽﾌﾟﾚｲ配管（原子炉圧力容器 

内部）・ｽﾊﾟｰｼﾞｬ 
ﾉｽﾞﾙ 302 289 ― 8.6 ― 

ｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 

ﾗｲｻﾞ管 302 289 ― 8.6 ― 

ｲﾝﾚｯﾄﾐｷｻ 302 289 ― 8.6 ― 

ﾃﾞｨﾌｭｰｻﾞ 302 289 ― 8.6 ― 

ﾌﾞﾗｹｯﾄ 302 289 ― 8.6 ― 

ﾀｰﾋﾞﾝ 
原子炉隔離時冷却ﾎﾟﾝﾌﾟ駆動用 

蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ 
翼 302 296 ― 8.6 ― 

機械 
設備 

制御棒 落下速度ﾘﾐｯﾀ 302 289 ― 8.6 ― 

制御棒駆動機構 

ｺﾚｯﾄﾋﾟｽﾄﾝ 302 250未満 ― 8.6 ― 

ｺﾚｯﾄﾘﾃｲﾅﾁｭｰ

ﾌﾞ
302 250未満 ― 8.6 ― 

※1：技術評価書にて，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象としている事象を記載する。
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表 3 熱時効の代表評価対象部位の選定表 

※1：発生応力は，破壊に寄与する荷重である一次応力（内圧，自重，地震）に，安全側に二次応力の熱膨張荷重を加え

たものである。 

※2：耐震 Bクラスの機器については，耐震 Sクラスの機器と比較して，地震による発生応力が小さいため，選定対象外

とする。 

 表 3より，評価対象部位の選定の結果，フェライト量が最も多い原子炉再循環ポンプのケーシングを

代表評価対象部位として選定した。なお，発生応力が最大となる機器についても，代表評価対象部位と

して別途選定を行う。 

 原子炉再循環ポンプのケーシングの評価結果を「4. 代表機器の技術評価」に，それ以外の評価結果

は，「5. 代表機器以外の技術評価」に示す。 

機器 

分類 
対象機器 

対象 

部位 
機器番号 

ﾌｪﾗｲﾄ量

[%]

使用温度

[℃] 

発生応力※1※2

[MPa] 

重大事故時

の機能要求

選定

結果

ﾎﾟﾝﾌﾟ
原子炉再循環ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ
ｹｰｼﾝｸﾞ

P201-1A 約 20.7 289 

追而 

○ 

P201-1B 約 19.9 289 

仕切弁 

原子炉再循環ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ入口弁
弁箱 

MV201-1A 約 13.6 289 

MV201-1B 約 11.5 289 

原子炉再循環ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ出口弁
弁箱 

MV201-2A 約 12.2 289 

MV201-2B 約 11.0 289 

原子炉浄化系入

口内側隔離弁 
弁箱 MV213-3 約 14.8 289 

原子炉浄化系入

口外側隔離弁 
弁箱 MV213-4 約 14.8 289 

原子炉浄化補助

ﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾞｲﾊﾟｽ弁
弁箱 MV213-5 約 16.3 289 

原子炉浄化補助

ﾎﾟﾝﾌﾟ入口弁（電

動弁）

弁箱 MV213-6 約 14.8 289 

原子炉浄化補助

ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁（電

動弁）

弁箱 MV213-7 約 15.2 289 

原子炉浄化再生

熱交管側入口弁 
弁箱 MV213-8 約 17.4 289 

原子炉浄化補助

熱交入口弁 
弁箱 MV213-9 約 17.4 289 

原子炉浄化補助

ﾎﾟﾝﾌﾟ入口弁（手

動弁）

弁箱 V213-4 約 13.9 289 

原子炉浄化補助

ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁（手

動弁）

弁箱 V213-5 約 15.2 289 

残留熱除去系炉

水入口止め弁 
弁箱 V222-5 約 14.1 289 

残留熱除去系炉

水戻り止め弁 
弁箱 

V222-6A 約 15.6 289 

V222-6B 約 15.3 289 
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 また，フェライト量は表4に示す製造時の材料成分を用いて，「Standard Practice for Steel Casting，

Austenitic Alloy，Estimating Ferrite Content Thereof（ASTM A800/A800M）」（以下，「ASTM A800/A800M」

という。）に示される線図（図 2，図 3）により決定した。 

表 4 ミルシートによる材料成分 

対象機器・部位 材質 
化学成分[%]（製品分析） 

Cre/Nie 
ﾌｪﾗｲﾄ量

C Si Mn Cr Ni Mo Nb※ N※ F[%] 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟの

ｹｰｼﾝｸﾞ
SCS16A 0.20 0.04 約 1.40 約 20.7

発生応力最大の機器 追而 

※：Nb，Nの化学成分は規格上の規定値がなく，製造時のミルシートに記載がないため，別紙 1 に示すとお

り，NUREG/CR-4513/Revision2「Estimation of Fracture Toughness of Cast Stainless Steels during 

Thermal Aging in LWR Systems」（以下，「NUREG/CR-4513/Revision2」という。）の記載を参考に，Nb=0.20[%]，

N=0.04[%]とした。 

図 2 原子炉再循環ポンプのケーシングのフェライト量導出図 

Cre/Nie=約 1.40 

約 20.7% 
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図 3 発生応力最大の機器のフェライト量導出図 

（2）評価手法 

 表 2 に示す評価対象機器のうち，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象である低サイクル疲労が

想定される部位から，原子炉再循環ポンプのケーシングと原子炉冷却材の圧力バウンダリを構成する

弁で，口径が大きく，最高使用圧力が高い原子炉再循環ポンプ出口弁の弁箱を代表部位として選定し

た。 

 このうち，フェライト量が最大となる原子炉再循環ポンプのケーシングについて，運転開始後 60

年時点までの供用期間を仮定して，低下した破壊靱性（き裂進展抵抗）と想定き裂における破壊力（き

裂進展力）とを比較して，構造安定性を評価する。評価の流れを図 4に，評価手法を以下に示す。  

図 4 熱時効評価の流れ 

フェライト量から，熱時効後のき裂進展

抵抗を決定

応力条件と初期想定欠陥からき裂進展

解析を行い，評価用想定き裂を決定

応力条件と評価用想定欠陥からき裂進

展力を決定

き裂進展抵抗とき裂進展力の比較を行い，不安定破壊しないことを確認

追而
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・実施基準にて規定されている靱性予測モデル（H3T モデル：Hyperbolic Time Temperature Toughness）

を用いて，熱時効後のステンレス鋳鋼のき裂進展抵抗を予測する。本評価で用いる「S.Kawaguchi et 

al.,“PREDICTION METHOD OF TENSILE PROPERTIES AND FRACTURE TOUGHNESS OF THERMALLY AGED CAST 

DUPLEX STAINLESS STEEL PIPING”,ASME PVP 2005-71528」（以下，「PVP 2005-71528」という。）に

て公開された H3T モデルは，熱時効により低下するき裂進展抵抗（靱性）を予測するために開発さ

れたものであり，複数の鋼種や製造方法の材料により取得された材料データに基づき，フェライト

量から熱時効後の材料のき裂進展抵抗を予測するものである。今回の評価では保守的にばらつきの

下限線（-2S）を用いて，運転開始後 60年間の熱時効によるき裂進展抵抗を予測している。 

・社団法人 日本電気協会「原子力発電所配管破損防護設計技術指針（JEAG 4613-1998）」（以下，「JEAG

4613」という）および原子炉安全基準専門部会報告書の『配管の破断に伴う「内部発生飛来物に対

する設計上の考慮」について』を参考にして，初期欠陥を設定する。

また，運転開始後 60 年時点までに，プラント運転によって生じる応力サイクルから，初期欠陥が

疲労き裂により進展する量を算出する。 

・き裂進展力は，「DUCTILE FRACTURE HANDBOOK」EPRI NP-6301-D（1989）（以下，「HANDBOOK」という）

の volume1 1 章 2項 2.1～2.3 節の J 積分の解析解に基づき算出する。
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4. 代表機器の技術評価

（1）健全性評価 

a. き裂の原因となる経年劣化事象の評価

熱時効による靱性低下は，フェライト量が多く，使用温度が高く,時効時間が長いほど大きく

なる。靱性が低下した状態でき裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が進展し，不安定破壊

を引き起こす可能性がある。原子炉再循環ポンプのケーシングおよび原子炉再循環ポンプ出口

弁の弁箱の使用温度は 250℃以上であり，熱時効による靱性低下の可能性は否定できないが，

不安定破壊の原因となるき裂が存在しなければ健全性の維持は可能である。 

 き裂の原因となる経年劣化事象としては，応力腐食割れおよび低サイクル疲労割れが考えら

れるが，ステンレス鋳鋼は，二相ステンレス組織であり，溶接等による熱影響によって鋭敏化

することがないため，応力腐食割れは発生しないものと考えられる※1 ことから，当該機器にお

いて，き裂の原因として想定される経年劣化事象は低サイクル疲労割れのみである。

低サイクル疲労割れについては，運転実績に基づいた現時点の過渡回数と，今後も同様な運

転を続けたと仮定して推定した 60年時点の過渡回数を用いて，疲れ累積係数による評価を実施

している。 

表 5 に示すとおり，60年時点の疲れ累積係数は許容値である 1 を十分に下回ることを確認し

ている。 

※1：一般社団法人 日本原子力技術協会「BWR 炉内構造物点検評価ガイドライン」

表 5 代表機器の運転 60年時点の疲労評価結果 

対象機器 

（部位） 

運転実績に基づく疲れ累積係数（許容値：1以下） 

設計・建設規格の疲労曲線による解析 
環境疲労評価 

手法による解析

現時点 

（2015年 7月末時点） 

運転開始後 

60 年時点 

運転開始後 

60 年時点 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ 

（ｹｰｼﾝｸﾞと配管の溶接部）
0.001 0.001 0.004 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁 

（弁箱） 
0.001 0.002 0.025 
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b. 熱時効による脆化評価

（a）評価対象期間の靱性予測 

 プラントの長期運転により熱時効したステンレス鋳鋼は，引張強さが増加するので材料強

度の評価上の余裕は向上するが，材料の靱性が低下する。 

 ここでは，靱性予測モデル（H3T モデル）を用いて，評価対象機器の使用温度（熱時効温

度：289℃）で，運転開始後 60 年時点の熱時効時間（409,147h）を想定し，き裂進展抵抗を

予測した。熱時効時間の算出過程を別紙 2に示す。 

 評価結果であるき裂進展抵抗（破壊靱性値：JIC,J6）は，データの下限値であり，算出結果

を表 6，算出過程を別紙 2に示す。 

表 6 き裂進展抵抗（破壊靱性値：JIC，J6） 

対象機器・部位 JIC[kJ/m
2] J6[kJ/m

2] 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟのｹｰｼﾝｸﾞ 74.9 235.1 

発生応力最大の機器 追而 追而 

（b）想定き裂の評価

初期欠陥は，JEAG 4613 および『配管の破断に伴う「内部発生飛来物に対する設計上の考

慮」について』を参考※に，図 5 のとおり，評価対象部位の板厚（t）から初期き裂長さ（2c0）

および初期き裂深さ（a0）を設定している。 

図 5 初期欠陥の形状 

※：想定した初期欠陥の検出性に関しては，過去に実施された国の実証事業「平成 16 年度 原子力発電施設検査技術実証事

業に関する報告書（超音波探傷試験における欠陥検出性及びサイジング精度の確認に関するもの）」において，ステンレ

ス鋳鋼の深さ約 0.18t の疲労き裂を検出可能であることが確認されている。 

a0 ＝0.2t 

2c0＝1.0t 
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ポンプケーシング内面に仮定した初期欠陥がプラント運転時に生じる応力サイクルにより

運転開始後 60年時点までに進展する量を算出する。 

き裂進展速度は，BWR 環境中を考慮した式であり，保守的な評価＊1 となる社団法人 日本

機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格（JSME S NA1-2008）（以下，「維持規格」という）

添付 E-2 き裂進展速度」に規定されているオーステナイト系ステンレス鋼の BWR 環境中の疲

労き裂進展速度（図添付 E-2-FA-2）を用いて算出する。 

da/dN	=	8.17×10-12・tr
0.5・(⊿K)

3.0
/(1-R)

2.12

  ⊿K	=	Kmax－Kmin（R≧0の場合） 

  ⊿K	=	Kmax（R<0 の場合）   

da/dN：疲労き裂進展速度[m/cycle] 

tr ：負荷上昇時間［s］ 

tr ＝ 1 （tr < 1 の場合） 

tr ＝ 1000（trが定義できない場合） 

⊿K：応力拡大係数の変動範囲[MPa√m] 

R：応力比（Kmin/Kmax） 

Kmax,Kmin：最大および最小応力拡大係数[MPa√m] 

応力サイクルは，実績過渡回数に基づいて，運転開始後 60年時点までを想定したものとする。 

実績過渡回数および推定過渡回数は，低サイクル疲労評価と同様に，表 7 および表 8 の方針

に基づき設定する。図 6 に 30 年目の高経年化技術評価（以下「PLM30」という）における評価

条件を示す。 

表 9，表 10 に原子炉再循環ポンプおよび発生応力最大の機器の応力サイクルを示す。 

き裂進展評価の応力を算出する解析モデル上の応力値は，モデルの設計上，評価対象機器と

配管の取合い部のうちの配管側の公称板厚部の値を用いており，本評価の評価点である取合い

部のうちの機器側の評価部位の値ではないため，評価の際は，解析モデルから算出した膜応力

および曲げ応力に，それぞれ応力算出部位と評価部位の断面積比および断面係数比を補正して

算出する。表 9，表 10では上記の点を考慮した評価部位の応力を示す。 

応力拡大係数は，供用状態 A,B および地震荷重を考慮した内圧・熱応力・曲げモーメント荷

重を用いて算出を行う。 

*1：維持規格の環境（BWR 環境中および大気中）の異なる 2つのオーステナイト系ステンレス鋼の疲労き裂進展速度式および

社団法人 日本機械学会「発電用原子力設備規格 配管破損防護設計規格（JSME S ND1-2002）」（以下，「配管破損防護

設計規格」という）の鋼種（オーステナイトステンレス鍛鋼および鋳鋼）の異なる 2 つの疲労き裂進展速度式を比較し

た結果を別紙 3に示す。 
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表 7 実績過渡回数策定方針 

No. 項目 内容 

1 実績過渡とした期間 
2015 年 7 月末時点までの運転実績を実績過渡回数と

した。 

2 試運転時の実績過渡回数 
実績としてｶｳﾝﾄするが，試運転時特有のものであるた

め，実績過渡発生頻度には含めない。 

3 取替機器の実績過渡回数 対象機器に取替実績はない。 

表 8 推定過渡回数策定方針 

No. 項目 内容 

1 推移（回／年）の考え方 

実績運転期間は，運転開始から評価時点(2015 年 7 月

末)までの期間ではなく，現在の長期停止を考慮し，

2012 年 3月末までの期間として推移を算出した。 

2 今後の過渡回数設定の考え方 

今後の運転想定期間として，2015 年 8月 1日から運

転開始後 60 年時点までの期間の推定過渡回数を算出

した。 

3 

評価時点（2015 年 7 月末）～

ﾌﾟﾗﾝﾄ再稼働までの期間につい

て 

断続的な運転を想定し，推定過渡回数を算出した。当

該期間は，実績過渡回数は 0 回であることが想定され

るため，保守的な評価となる。 

4 未経験過渡回数 
運転実績において，未経験であることから，0 回とし

て評価した。 

 

図 6 過渡回数設定の略式図

プラント再稼働後の

運転期間

過
渡
回
数

1989/2
営業運転開始

2049/2
運転60年目

2012/3 2015/7
評価時点

時期未定
プラント
再稼働

PLM30における

推定過渡回数設定

実績過渡発生頻度

試運転時の

過渡回数

評価における

裕度

実績運転期間

東北地方太平洋沖地震

および新規制基準適合

に伴う長期停止

60年目時点

推定過渡回数

実績過渡回数
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表 9 原子炉再循環ポンプの応力サイクル※1 

No. 過渡条件 
過渡 

回数 

膜応力※2[MPa] 曲げ応力※3[MPa]

σmmax σmmin σbmax σbmin

1 ﾎﾞﾙﾄ締付 45 

追而 

2 耐圧試験 55 

3 起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 74 

4 夜間低出力運転（75%出力） 81 

5 週末低出力運転（50%出力） 84 

6 制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 143 

7 ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 

8 ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 7 

9 
停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器

満水，満水後冷却） 
74 

10 ﾎﾞﾙﾄ取り外し 46 

11 1/3Sd 地震 360 

表 10 発生応力最大の機器の応力サイクル※1 

No. 過渡条件 
過渡 

回数 

膜応力※2[MPa] 曲げ応力※3[MPa]

σmmax σmmin σbmax σbmin

追而 

*1：応力サイクルにおける「膜応力」「曲げ応力」は，社団法人 日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME

S NC1-2005/2007）」（以下，「設計・建設規格」という）の PPB-3532 に基づき算出する。 

*2：膜応力は機器断面に一様に作用する応力成分のことを示し，内圧により生じる応力は膜応力に分類する。

*3：曲げ応力は配管の曲げモーメントにより生じる応力成分のことを示し，自重，熱膨張，地震により生じる応力は曲げモ

ーメントにより生じる応力が支配的であることから曲げ応力に分類する。 

運転開始後 60年時点の疲労き裂進展解析の結果を表 11に示す。
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表 11 疲労き裂進展解析結果 

原子炉再循環ポンプのケーシング[板厚：t = 32.5 ㎜] 

き裂深さ[mm] き裂長さ[mm] 備考 

初期 a0 = 6.5 2C0 = 32.5 ― 

60 年想定時 追而 

発生応力最大の機器 

き裂深さ[mm] き裂長さ[mm] 備考 

初期 
追而 

60 年想定時 

（c）き裂安定性評価用想定き裂

き裂安定性評価では，安全側に評価するため，（b）項で算出した疲労き裂を貫通き裂に置

き換える。想定き裂置き換えイメージを図 7に，き裂安定性評価用想定き裂を表 12 に示す。 

評価用初期欠陥 

疲労き裂進展解析 

き裂安定性評価用 

想定き裂（貫通き裂） 

図 7 想定き裂置き換えイメージ 

表 12 き裂安定性評価用想定き裂 

対象機器・部位 き裂長さ[mm] 板厚[mm] 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟのｹｰｼﾝｸﾞ 追而 t = 32.5 

発生応力最大の機器 追而 

a0 = 0.2t 

2c0 = 1.0t 

a = a0 + ⊿a 

2c = 2(c0 + ⊿c) 

（⊿a，⊿c：供用期間中

の疲労き裂進展量）
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（d）き裂進展力（Japp）

き裂進展力は，評価部位の応力とき裂長さが板厚の 1倍，3 倍，5倍およびき裂進展解析結

果（運転 60 年時点の想定き裂）のき裂安定性評価用想定き裂（周方向貫通き裂）を用いて，

HANDBOOK の Zahoor の J積分の解析解により，評価対象機器の使用温度（熱時効温度：289℃）

におけるき裂進展力を算出する。 

 き裂進展力の評価に用いる発生応力の詳細を表 13 に，き裂進展力の算出結果を表 14 に，

算出過程を別紙 4に示す。 

表 13 発生応力の詳細 

対象機器・部位 応力分類*1 

一次応力 二次応力の 

熱膨張荷重 
合計*2 

自重 内圧 地震 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ 

のｹｰｼﾝｸﾞ 

膜応力[MPa] 

追而 

曲げ応力[MPa]

発生応力最大の機器

膜応力[MPa] 

曲げ応力[MPa]

※1：膜応力は機器断面に一様に作用する応力成分のことを示し，内圧により生じる応力は膜応力に分類する。曲げ応力は

配管の曲げモーメントにより生じる応力成分のことを示し，自重，熱膨張，地震により生じる応力は曲げモーメント

により生じる応力が支配的であることから曲げ応力に分類する。 

※2：き裂進展力の算出において考慮する応力は，破壊に寄与する荷重である一次応力（内圧，自重，地震）に，安全側に

二次応力の熱膨張荷重を加えたものである。 

表 14 き裂進展力（Japp） 

対象機器・部位 
初期欠陥 

（板厚の1倍） 

60 年想定き裂 

進展解析結果 

き裂想定 

（板厚の3倍） 

き裂想定 

（板厚の5倍）

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

のｹｰｼﾝｸﾞ 

き裂長さ 

2c[mm] 
32.5 追而 97.5 162.5 

き裂進展力 

Japp[kJ/m
2] 

追而 

発生応力最大の機器

き裂長さ 

2c[mm] 
追而 

き裂進展力 

Japp[kJ/m
2] 
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（e）破壊力学による健全性の評価

き裂安定性評価用想定き裂および靱性予測モデルを用いて決定した評価対象部位の熱時効

後の材料のき裂進展抵抗（Jmat）と構造系に与えられた応力（一次応力である内圧，自重，地

震の応力値に二次応力の熱膨張荷重による応力値を加えたもの）とき裂形状から算出される

き裂進展力（Japp）を求めて，その比較を行う。 

図 8 に原子炉再循環ポンプのケーシングのき裂安定性評価結果，図 9 に発生応力最大の機

器のき裂安定性評価結果を示す。 
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図 8 原子炉再循環ポンプのケーシングのき裂安定性評価結果 

図 9 発生応力最大の機器のき裂安定性評価結果 

追而

追而
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（2）現状保全 

原子炉再循環ポンプのケーシングおよび原子炉再循環ポンプ出口弁の弁箱については，表 15

に示すとおり，製造時に放射線透過試験および浸透探傷試験を実施しており，ポンプケーシン

グの溶接部，弁箱の溶接部も含めてすべての内表面においてき裂がないことを確認している。 

表 15 代表機器の製造時検査方法および結果 

対象機器 対象部位 検査方法 判定基準 判 定 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ ｹｰｼﾝｸﾞ
放射線透過試験 告示第 501 号 合 格 

浸透探傷試験 告示第 501 号 合 格 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

出口弁 
弁箱 

放射線透過試験 

JIS G 0581 

JIS Z 3106 

（溶接開先部） 

合 格 

浸透探傷試験 告示第 501 号 合 格 

現状保全としては，定期事業者検査のクラス 1 機器供用期間中検査として維持規格等に基づ

き，定期的に溶接部の超音波探傷試験，内表面の目視点検を実施し，き裂が無いことを確認し

ており，これまでに補修した実績はない。表 16に代表機器の現状保全の内容を示す。 

表 16 代表機器の現状保全 

対象機器 検査部位 検査方法 検査種別 判定基準 
定期

検査 
判 定

原子炉再循環

ﾎﾟﾝﾌﾟ

ｹｰｼﾝｸﾞの内表

面 
目視点検 分解点検 社内基準※1 17 回 合 格

ｹｰｼﾝｸﾞの内表

面 
目視点検 

供用期間 

中検査 

維持規格（JSME S 

NA1-2008） VT-3 
17 回 合 格

ｹｰｼﾝｸﾞの耐圧

部の溶接継手

浸透探傷 

試験 

供用期間 

中検査 

溶接規格（JSME S 

 NB1-2007） 
17 回 合 格

ｹｰｼﾝｸﾞと配管

の溶接部 

超音波探 

傷試験 

供用期間 

中検査 

溶接規格（JSME S 

 NB1-2007） 

NISA 文書※2 

17 回 合 格

原子炉再循環

ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁

弁箱の内表面 目視点検 分解点検 社内基準※3 16 回 合 格

弁本体の内表

面 
目視点検 

供用期間 

中検査 

維持規格（JSME S 

 NA1-2008） VT-3 
16 回 合 格

弁箱と配管の

溶接部 

超音波探 

傷試験 

供用期間 

中検査 

溶接規格（JSME S 

 NB1-2007） 

NISA 文書※2 

17 回 合 格

※1：機能・性能に影響する傷及び腐食等が無いこと

※2：発電用原子力設備における破壊を引き起こすき裂その他の欠陥の解釈について（平成 21・

11・18 原院第 1 号） 

※3：著しい損傷・減肉・腐食・摩耗等の無いこと
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（3）総合評価 

 健全性評価結果から判断して，現時点の知見においては，2 相ステンレス鋼の熱時効は高経

年化対策上問題となる可能性はないと考える。 

内面からの割れは溶接部の超音波探傷試験により検知可能であり，また，割れが発生すると

すれば応力の観点から溶接部であると判断されるため，点検手法として適切である。 

（4）高経年化への対応 

 原子炉再循環ポンプのケーシングおよび原子炉再循環ポンプ出口弁の弁箱の熱時効について

は，現状保全項目に，高経年化対策の観点から追加すべきものはなく，今後も現状保全を継続

していく。 

5. 代表機器以外の技術評価

表 2 に示す機器のうち，使用温度が 250℃以上となる機器について評価を行った。

き裂の原因となる低サイクル疲労割れが想定される機器は，代表機器の評価に包含され，低

サイクル疲労割れが評価期間において問題となる可能性はないと評価する。

また，その他の機器については，き裂の原因となる経年劣化事象が想定されないことから，

熱時効が問題となる可能性はないと評価する。 

  別紙 5 に対象機器の製造時検査および現状保全について，別紙 6 に評価対象外機器の熱時効

への対応を記載する。 

6. まとめ

（1）審査ガイド適合性 

 「2. 基本方針」で示した要求事項について技術評価を行った結果，すべての要求を満足して

おり，審査ガイドに適合していることを確認した。熱時効についての要求事項との対比を表 17

に示す。 

（2）保守管理に関する方針として策定する事項 

保守管理に関する方針として策定する事項は，抽出されなかった。 



2
2
 

表 17（1/2） 2 相ステンレス鋼の熱時効についての要求事項との対比 

ｶﾞｲﾄﾞ 要求事項 技術評価結果 

実用発電用原子炉施

設における高経年化

対策審査ｶﾞｲﾄﾞ 

（1）高経年化技術評価の審査 

⑫健全性の評価

実施ｶﾞｲﾄﾞ 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間について、高経年

化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展に係る健全性を評価

していることを審査する。

⑬現状保全の評価

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されていることを審

査する。

⑭追加保全策の抽出

現状保全の評価結果から、現状保全に追加する必要のある新たな保全

策が抽出されていることを審査する。

（2）長期保守管理方針の審査 

①長期保守管理方針の策定

すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定されている

かを審査する。

「4.（1）健全性評価」に示すとおり，代表機

器である原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟのｹｰｼﾝｸﾞおよび

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁の弁箱について運

転開始後60年時点を想定した健全性評価を実

施した。 

「4.（2）現状保全」に示すとおり，健全性評

価結果から，現状の保全策が妥当であること

を確認した。 

「4.（4）高経年化への対応」に示すとおり，

現状保全項目に，高経年化対策の観点から追

加すべき新たな保全策はなかった。 

「4.（4）高経年化への対応」に示すとおり，

現状保全項目に，高経年化対策の観点から追

加すべきものはなく，保守管理に関する方針

として策定する事項はなかった。 
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表 17（2/2） 2 相ステンレス鋼の熱時効についての要求事項との対比 

ｶﾞｲﾄﾞ 要求事項 技術評価結果 

実用発電用原子炉施

設における高経年化

対策実施ｶﾞｲﾄﾞ 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

⑤抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について、以下に規

定する期間の満了日までの期間について機器・構造物の健全性評価を行

うとともに、必要に応じ現状の保守管理に追加すべき保全策（以下「追

加保全策」という。）を抽出すること。

ｲ 実用炉規則第 82条第 1項の規定に基づく高経年化技術評価 ﾌﾟﾗﾝﾄの

運転を開始した日から 60年間

3.2 長期保守管理方針の策定及び変更 

長期保守管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求事項を満た

すこと。 

①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用原子炉の

運転を断続的に行うことを前提として抽出されたもの及び冷温停止状態

が維持されることを前提として抽出されたものの全て。）について、発電

用原子炉ごとに、保守管理の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定し

た長期保守管理方針を策定すること。

なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について、発電用

原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から抽出されたもの

と冷温停止状態が維持されることを前提とした評価から抽出されたもの

の間で、その対象の経年劣化事象及び機器・構造物の部位が重複するも

のについては、双方の追加保全策を踏まえた保守的な長期保守管理方針

を策定すること。

「4.（4）高経年化への対応」に示すとおり，

現状保全項目に，高経年化対策の観点から追

加する新たな保全策はなかった。 

「4.（4）高経年化への対応」に示すとおり，

現状保全項目に，高経年化対策の観点から追

加すべきものはなく，保守管理に関する方針

として策定する事項はなかった。 
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フェライト量算出における適用規格と化学成分量の設定について

熱時効によるき裂進展抵抗を予測する上で必要となるフェライト量の算出について，適用規格および化学成

分量の設定方法について以下に整理する。 

１．適用規格 

 き裂進展抵抗の予測は，「一般社団法人 日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2015」

に記載のある PVP 2005-71528 に従って実施した。PVP2005-71528 では，材料の破壊靱性試験結果と ASTM 

A800/A800M により算出されたフェライト量の関係から，破壊靱性予測式の定数を決定している。 

このため，島根 2 号炉の評価では，ASTM A800/A800M に基づき，フェライト量を算出した。 

２．化学成分量の設定について 

フェライト量算出に使用する化学成分量については，基本的にミルシートに記載される化学成分量を使用し

た。しかしながら，Nbおよび Nについては，ミルシートに化学成分量に関する記載がないことから，以下の

考え方で値を設定し，フェライト量を算出した。 

（１）Nbの含有量について 

設定値：Nb=0.20wt% 

  【設定理由】 

ASTM A800/A800Mには，Nbの設定について記載がない。このため，NUREG/CR-4513/Revision2の 2.2.2.2.2 

ASTM 800/800M Methodology に「Nb=0.20%とした場合，フェライト量の推定値は，フェライト量 5%の材料

については，約 7%高く，フェライト量 30%の材料では約 4%高く見積もられる」と記載されていることか

ら，本記載を参考とし，保守的に Nb=0.20wt%とした。 

（２）N の含有量について 

設定値：N=0.04wt% 

  【設定理由】 

ASTM A800/A800M の 7．Estimation of Ferrite Content に「Nについては，類似材料のデータが多く得

られている場合，その平均値を報告することができる。」と記載されていることから，

NUREG/CR-4513/Revision2 の APPENDIX A:MATERIAL INFORMATION に記載されるステンレス鋳鋼の化学成分

量を参考とした。これらの値を確認した結果，表 1のとおり，N含有量の平均値は，材料全体で 0.047wt%，

評価対象機器の使用材料である A351 Gr.CF-3M（SCS16A 相当材）で 0.043%であり，いずれも 0.04～0.05

の値となった。N の値は小さくなるとフェライト量が大きくなる傾向にあるため，保守的に N=0.04wt%と

した。 

表 1 NUREG/CR-4513/Revision2 に記載される材料の N 含有量 

材料（相当する JIS 材） ｻﾝﾌﾟﾙ数 平均値(wt%) 

A351 Gr.CF-3M（SCS16A） 6 0.043 

全 体 
[A351 Gr.CF-8（SCS13A）,A351 Gr.CF-8M（SCS14A）, 
A351 Gr.CF-3M（SCS16A）,A351 Gr.CF-3（SCS19A）] 

112 0.047 
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